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研究成果の概要：本研究は、2007年度および 2008年度に、様々なかたちで子育て支援の実践
に携わっている支援提供者のインタビュー調査を実施した。それらの調査のうち、主要なもの

は、2008年度に集中的に実施した東京都の家庭福祉員、いわゆる「保育ママ」へのインタビュ
ー調査であり、合計 35 名の家庭福祉員を対象として、職業上の経験の聴き取りを行った。こ
の成果を論文化したものを学会誌に投稿し、2009年 7月に刊行が予定されている。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 370,000 0 370,000 

2008 年度 360,000 108,000 468,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 730,000 108,000 838,000 

 
 
研究分野：社会学 
科研費の分科・細目：3801 
キーワード：子育て支援、「保育ママ」、少子社会、社会学 
 
１．研究開始当初の背景 
 現在、日本社会では少子化がひとつの文脈
となって、子育てを私的領域たる家族のみの
問題とするのではなく、政府や地方自治体、
地域社会などの公的領域が積極的に子育て
支援に関与する必要性が主張されるように
なった。具体的には、保育園への低年齢児の
受け入れの拡大、延長保育や休日保育の推進、
家庭的保育の拡充、子育て広場の創設といっ
た様々な施策が実施されつつある。 
このようにいわゆる「子育ての社会化」を

要請する議論が盛んになり、子育て支援の理
念が実際に施策化されることによって、既に

多くの子どもやその家族が様々な子育て支
援サービスと関わりながらその生活を営ん
でいる。しかし、少子化やそれがもたらす事
態の深刻さと、その対策として子育ての社会
化、子育て家庭の支援が必要であることを語
る言説が増殖する一方で、育児が社会化され
たその宛て先において、実際にどのような支
援が行われているのか、支援サービスの提供
に従事する者と提供を受ける者がどのよう
な関係性を形成し、ケアする経験とケアされ
る経験をどのように意味づけているのかと
いったことが実証的な調査研究によって明
らかにされているとは言えない。このような



社会状況、研究状況を背景として、本研究を
計画した。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、子育て支援を提供する立
場にある者が、その立場に身を置くことによ
って、どのような経験をしているのかを明ら
かにすることである。現在、求められている
のは、子育て支援を提供者と被提供者との社
会的相互行為によって構成されるものと捉
える社会学的な視点から、子育て支援に関わ
る当事者たちがその支援をどのように経験
しているのかを実証的に明らかにすること
である。また、今後、子育て支援施策の拡充
がますます図られ、子育て支援を支えるケア
提供者の果たす役割がますます重要となる
ことが予測されるうえで、彼らの経験につい
て把握することは、ケア提供者のウェルビー
イングや継続的な労働力の供給という観点
からも必要な作業である。 
 
３．研究の方法 
（1）人々の経験およびそれに与えられてい
る意味に注目する本研究は質的調査法を採
用している。具体的には当事者である支援提
供者へのインタビュー調査を行い、そこから
得られた語りのデータに依拠して、考察を行
った。具体的には、東京都の家庭福祉員、い
わゆる「保育ママ」35名に対してインタビュ
ー調査を実施した。その他、関東圏の保育所
などで地域子育て支援に携わっている者、北
海道の夜間保育所に勤務している保育士な
どにもインタビュー調査を行った。 
 
（2）さらに、本研究の背景となる日本社会
の少子化状況について実証的に把握するた
めに、「全国家族調査調査（NFRL03）」の二
次分析を行い、母親の子ども数の選好と母親
の価値観がどのよう関連しているのかを分
析することも試みた。 
 
４．研究成果 
  
（1）本研究の研究期間には、子育て支援者
のうち「保育ママ」についての調査研究を重
点的に行ったので、まずはその成果を記す。 
 「保育ママ」の語りを分析することで、彼
女たちの職業を支える「家庭性の論理」と「専
門性の論理」という二つの論理が抽出された。
家庭性の論理とは、子どものケア責任を家族
に帰属する論理、専門性の論理とは自らが保
育の専門家であることを強調する論理であ
る。そのうえで、家庭性の論理は自分たちの
仕事を有意義なものとして経験するための
資源であるのみならず、自己理解を不安定化
する効果を持ちうること、そして、専門性の
論理の参照はしばしば家庭性の否定として

なされるが、施設型の集団保育とは異なる、
家庭性の論理を現実化する技法として「保育
ママ」の専門性を読み替えることで仕事のや
りがいが獲得される場合があることを見出
した。 
 さらには、以上のような検討を踏まえて、
現在の「保育ママ」をめぐる問題構制につい
て指摘すべきことが二つある。第一に、家庭
的保育の提供者が子どもや母親との間に形
成するとされる家庭的な関係性は、「保育マ
マ」による育児の家族責任の理想と現実を調
停する技巧的な実践によって可能となって
いるものである。言い換えれば、これらは、
これまでの多くの家庭的保育についての議
論のように、この種の保育の提供形態や提供
者の育児経験に必然的に伴うことを前提に
はできない。「保育ママ」制度が一種の調停
案として成立しているのだとしても、「育児
の社会化」に社会的な合意が得られていない
現状では、それは個々の「保育ママ」の試行
錯誤によって支えられた脆弱なものでもあ
ることが認識されねばならない。 
第二に、2008 年に児童福祉法が改正され、
家庭的保育事業を保育制度のなかに位置づ
ける動きが進行するなかで、「保育ママ」の
資格や専門性が改めて論点となっている。
2008 年の児童福祉法改正案の審議過程にお
いては、保育士資格を要件のベースとする必
要性が主張されているが、「保育ママ」にと
って必要とされる専門性は保育所で働く保
育士のそれのみには還元できないものであ
り、今後、「保育ママ」の資格要件や研修カ
リキュラムが統一して整備されるのならば、
その還元できない性質が明示的に資格教育
や研修に組み込まれることも検討される必
要がある。 
いずれにせよ、過渡期にある「保育ママ」
制度、ひいては子育て支援の制度設計は、そ
れに関わる者の実践や経験が参与者によっ
てどのような論理を通じて組み立てられて
いるかを把握したうえでなされることが、そ
れが有効に機能するためには不可欠である。
以上は今後の「保育ママ」制度の設計にとっ
て重要かつ基本的な知見であると考える。 
 
（2）次に、母親の子ども数の選好と母親の
価値観がどのよう関連しているのかを計量
社会学の手法を用いて分析した結果につい
て記す。なお、このデータ分析については、
共同研究者の裴智恵（慶応義塾大学院社会学
研究科博士課程：当時）から多大な協力を得
ていることを付記しておく。 
 近年の日本社会における夫婦の出生力の
低下については、様々な要因の存在が指摘さ
れているが、本研究では、子どもを育てるこ
との意味に注目して、既に子どもを持ってい
る母親を対象に、彼女たちの子ども・子育て



に対する価値観と実際の子どもへの関わり
が、子ども数の選好にどのような影響を及ぼ
しているかに注目して、横断データを用いた
検討を行った。その結果として、前者は子ど
も数の選好との関連が支持され、後者のそれ
は棄却された。以下では、このことについて
さらに詳述する。 
 前者の知見は、母親の子ども数の選好につ
いて、子どもや子育てに対する価値観との関
連が存在することを示すものである。つまり、
子どもを持つことや子育てについて肯定的
な価値観を持っていることは、母親がさらに
子どもの数を増やそうとすることを促すも
のであり、言い換えれば、それまでの出産に
伴う育児が肯定的なものとして経験されな
ければ、女性はそれ以上の子ども数の追加を
抑制するということを意味する。 
また、この結果は、近年の夫婦あたりの子
ども数の減少について、子どもを持つことが
重視されなくなること、肯定的な子育て観が
持たれなくなることが影響しているという
先行研究による説明とも整合的である。 
後者については、「子どもによく話しかけ
ること」や「子どもの気持ちや考えを理解し
ようとすること」を重視して子どもに関わる
母親が、子どもをさらに追加することを抑制
する傾向があるとは言えないことを示すも
のである。また、「子どもと遊ぶこと」や「子
どもの身の回りの世話」を頻繁に行う母親が、
子ども数の追加を抑制しようとしているわ
けではない。要するに、少なくとも、現在の
日本社会においては、自ら子どもに手間暇を
かけて育てている母親ほど、持とうとする子
ども数が少なくなるという事態も、その反対
に、子どもに手間暇をかけて育てようとしな
い母親ほど、持とうとする子ども数が多くな
るという事態も生じていない。 
母親が子どもにかける手間暇に注目した
この分析結果と、先行研究において学校教育
についての意識と理想子ども数および出生
行動との関連性が確認されていることを考
え合わせるならば、「よりよい子育て」のう
ち、子ども数の抑制をもたらすのは、母親自
身が全般的にどのようなスタンスで育児を
行っているのかということや育児にどれく
らい時間をかけているのかではなく、学校教
育に代表される家庭外での教育をどれだけ
重視しているのかであると解釈することも
できる。つまり、実際にどのような種類の教
育を家庭外で子どもに受けさせており、その
ことにどれだけ費用をかけているのか、そし
て、既存の子どもやこれから生まれてくる子
どもに将来、どのような教育を受けさせたい
と考えるのかなどが母親の子ども数につい
ての選好と関わっている可能性が浮かび上
がる。 
これらのことを考慮すれば、1990 年代以降の

夫婦の子ども数の減少について、それに「子
どもに手間暇をかけて育てようとするほど、
持とうとする子どもの数が少なくなる」とい
うメカニズムが作用しているという説明の
しかたにも、修正が加えられる必要がある。
少なくとも、本稿の結果は、夫婦の子ども数
の低下をもたらしたのは、子どもを大事にす
ること、子どもに手間暇をかけることのうち、
母親自らによる子育ての「質」や「量」につ
いての水準の高まりではないということを
示唆している。したがって、現在の日本社会
における「よりよい子育て」仮説の効力は、
先行研究が問題にしていたような家庭外で
の教育およびそれらに伴う子育ての経済的
費用に関わる側面に限定されるものである
公算が大きい。 
すなわち、本分析から結論的に提示された
のは、近代家族的な子ども中心主義の理念や
そこから導かれる「よりよい子育て」への志
向は、日本社会に浸透しながらも、あるいは、
浸透したからこその期待水準の上昇によっ
て、その意味するところや子ども数の選好と
の関わりかたを変えている可能性があると
いうことである。そして、そこでは、子ども
は単に可愛がる対象であり、「よりよい子育
て」とは子どもとの関わりあいを重視するこ
とであるというよりも、子どもの教育投資の
対象としての側面にウェイトが置かれ、家庭
外での教育を重視することが「よりよい子育
て」の意味するところとして前面化している
のではないかと考えらえる。 
 なお、このような計量社会学的な分析、す
なわち、現代社会における母親の子育て観・
子ども観についての分析の成果は、子育て支
援者への調査やその調査データの分析にも
大きな示唆を与えている。子育て支援者たち
の多くは自身が母親でもあり、また、彼女た
ちが職務上、特に関わることになるのは子ど
もとその母親である。それゆえに、彼女たち
が子育てについてどのような意識を持って
いるのかを把握することは、子育て支援者の
経験を対象とする本研究全体にとって有意
義な作業であった。 
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